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 教育移住や山海留学の様相、また移住者や留学生による地域活動展開を調査対象とし、2022 年度

に調査を行った研究成果を 2023 年度日本建築学会大会で報告した。 

【発表の概要】 

少子化により山間部や離島では小中学校の存続が困難である。地域における廃校は地域コミュニテ

ィ拠点の喪失や子のいる家庭の地域離れにつながる。本研究では、課題解決の一助となり得る、教育

環境を動機とした「教育移住」や「山海留学」に着目し、それら移住・留学の様相および、移住者・

留学者の地域活動が地域に与える影響を明らかにすることを目的としている。調査方法は、主に関係

者へのインタビュー調査である。 

保護者も子と共に居を移す教育移住事例では、特色ある教育を展開する学校へ子どもを通わせるこ

とが移住の主たる動機となることを確認したほか、移住を可能にする保護者の職業パターンや、二拠

点居住・母子移住といった移住の形態、移住者の住まい確保に関する課題を明らかにした。また、移

住保護者の中には、飲食店の開店や自治体と連携した町の PR 活動といった地域活動を展開する者が

おり、それら地域活動の様相や、地域活動の開始を支える環境要素について分析を行った。 

小中学生が単身で離島に留学する山海留学事例では、留学生の来島による児童生徒数の増加が学校

存続に繋がっていることを確認した。留学制度導入に伴い新設した牧場は、留学制度の目玉となり留

学生を惹きつけているほか、地域の観光資源としても機能している。留学制度を通じた波及効果とし

て、教員や寮の管理人、牧場スタッフなど、大人の往来に増加が見られたほか、高収入層にあたる教

員が収める税収は村の重要な収入源となっている。また、留学生と島生まれの子どもたちとの交流や、

留学生の地域活動を通じた島民との交流は、島民から好意的な評価を得ていることを明らかにした。 

【発表の成果】 

教育移住に関する調査において保護者の地域活動に着目した点を評価いただき、移住保護者が地域

にもたらす影響を明らかにすることの意義を確認することができた。また、広く移住を対象とした他

の研究発表より、自身の研究の新規性や位置付け、今後の調査で明らかにすべき事項を確認すること

ができた。 
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